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市市でではは、、ここれれままでで、、数数次次ににわわたたるる計計画画にによよりり着着実実にに行行政政改改革革にに取取りり組組んんででききままししたた。。平平

成成 2200年年度度ままででのの計計画画でではは、、地地方方分分権権にに対対応応ししたた行行政政体体制制づづくくりりにに主主眼眼をを置置いいてて取取りり組組んん

ででききままししたたがが、、平平成成 2211 年年度度かかららのの行行政政改改革革推推進進ププラランンでではは、、厳厳ししいい財財政政状状況況がが続続くく状状況況

のの中中でで持持続続可可能能なな自自治治体体運運営営をを行行ううたためめ、、財財政政基基盤盤のの確確立立にに軸軸足足をを置置きき、、「「歳歳入入のの確確

保保」」とと「「行行政政ののススリリムム化化・・効効率率化化」」のの二二つつをを基基本本にに行行政政改改革革をを進進めめててききままししたた。。  

  

  

  

  

  

  

  

我我孫孫子子市市はは、、東東日日本本大大震震災災にによよるる被被害害かかららのの復復旧旧・・復復興興とと福福島島第第一一原原発発事事故故にに伴伴うう

放放射射能能対対策策にに最最優優先先でで取取りり組組ままななけけれればばななりりまませせんん。。そそののたためめににはは多多大大なな費費用用もも想想定定ささ

れれ、、ここれれままででよよりりもも一一層層厳厳ししいい財財政政状状況況がが続続くくももののとと予予想想さされれまますす。。そそうういいっったた中中でで、、持持続続

可可能能なな自自治治体体運運営営をを行行ううたためめににはは、、財財政政基基盤盤のの確確立立とと効効率率的的・・効効果果的的なな行行政政運運営営はは不不

可可欠欠でですす。。そそののたためめ、、前前計計画画にに引引きき続続きき、、「「歳歳入入のの確確保保」」とと「「行行政政ののススリリムム化化・・効効率率化化」」のの

二二つつのの柱柱をを基基本本にに行行政政改改革革をを進進めめまますす。。  

  

ⅠⅠ  歳歳入入のの確確保保  

      安安定定的的なな財財政政基基盤盤確確立立にに向向けけ、、若若いい世世代代のの定定住住化化策策、、交交流流人人口口のの拡拡大大策策、、地地域域

経経済済のの活活性性化化策策、、税税等等のの徴徴収収率率のの向向上上ななどど、、ささままざざままなな手手法法にによよりり歳歳入入のの確確保保

にに努努めめまますす。。  

  

ⅡⅡ  行行政政ののススリリムム化化・・効効率率化化  

      市市民民ササーービビススのの向向上上をを前前提提ととししてて、、行行政政ののススリリムム化化とと効効率率的的でで効効果果的的なな行行政政運運

営営をを基基本本にに、、市市民民のの視視点点にに立立っったた行行政政改改革革にに取取りり組組みみまますす。。  

  

  

  

これまでの取り組み 

取り組みの基本的な考え方 
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平平成成 2244 年年度度かからら平平成成 2266 年年度度ままででのの 33 年年間間をを計計画画期期間間ととししまますす。。たただだしし、、ここのの間間のの社社

会会情情勢勢のの変変化化にに対対応応すするるたためめにに、、随随時時見見直直ししをを行行いいまますす。。  

  

  

  

  

  

  

  

ププラランンのの改改革革項項目目のの進進行行管管理理はは、、庁庁議議及及びび行行政政改改革革推推進進委委員員会会がが行行いいまますす。。  

プランの期間 

プランの進行管理 
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１ 公民連携の推進 

Ⅰ歳入の確保 

 

Ⅱ行政のスリム化・効率化 

 

１ 地域経済の活性化 

 

２ 若い世代の定住策推進 

３ 税等の収納機会の充実・体制強化 

４  資産の売却、貸付、活用 

５ 寄付金による基金財源の確保 

２ 事務・事業の見直し 

３ 組織の見直し 

４ 人件費の削減 

５ 公有財産の適正管理 

６ 情報通信技術の有効活用 

７ 職員提案制度の活用 

８ 人材の育成と活用 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

改革項目の構成 
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ⅠⅠ  歳歳入入のの確確保保  

№№  ⅠⅠ－－１１  担担当当部部署署  商商工工観観光光課課・・農農政政課課  

改改革革項項目目    地地域域経経済済のの活活性性化化  

内内  容容  
既既存存のの産産業業のの振振興興、、企企業業誘誘致致、、企企業業支支援援ななどどにに積積極極的的にに取取りり組組むむここ

ととでで、、安安定定的的なな税税収収のの確確保保をを目目指指すす。。  

年年度度別別計計画画  

平平成成 2244年年度度  

企企業業立立地地推推進進ののたためめのの企企業業意意向向調調査査、、企企業業立立地地支支援援にに

関関すするる方方針針作作成成、、イインンタターーネネッットトシショョッッピピンンググ出出店店料料

補補助助、、観観光光振振興興計計画画策策定定、、農農業業振振興興地地域域整整備備計計画画のの見見

直直しし、、地地産産地地消消事事業業のの推推進進  

平平成成 2255年年度度  

企企業業がが進進出出ししややすすいい環環境境・・支支援援策策整整備備、、イインンタターーネネッッ

トトシショョッッピピンンググ出出店店料料補補助助、、観観光光振振興興計計画画にに基基づづくく事事

業業のの実実施施、、地地産産地地消消事事業業のの推推進進  

平平成成 2266年年度度  

企企業業がが進進出出ししややすすいい環環境境・・支支援援策策整整備備、、イインンタターーネネッッ

トトシショョッッピピンンググ出出店店料料補補助助、、観観光光振振興興計計画画にに基基づづくく事事

業業のの実実施施、、地地産産地地消消事事業業のの推推進進  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  

平平成成 2222 年年度度現現況況値値 11 件件のの企企業業進進出出のの相相談談件件数数がが 33 年年間間でで 99 件件以以上上

ああるるこことと。。  

№№  ⅠⅠ－－２２  担担当当部部署署  子子どどもも支支援援課課・・保保育育課課・・関関係係課課  

改改革革項項目目    若若いい世世代代のの定定住住策策推推進進  

内内  容容  
安安定定ししたた納納税税者者確確保保ののたためめ、、子子育育ててししややすすくく、、利利便便性性のの高高いいままちちづづ

くくりりをを推推進進しし、、若若いい世世代代のの定定住住人人口口をを拡拡大大すするる。。  

年年度度別別計計画画  

平平成成 2244年年度度  

若若者者定定住住化化促促進進提提案案事事業業のの検検討討、、めめばばええのの森森保保育育園園整整

備備、、エエンンジジョョイイパパパパ応応援援ププロロジジェェククトト実実施施、、湖湖北北台台西西

小小ああびびっっここククララブブ開開設設、、住住ままいいにに関関すするる支支援援制制度度のの情情

報報発発信信  

平平成成 2255年年度度  

エエンンジジョョイイパパパパ応応援援ププロロジジェェククトト実実施施、、四四小小学学童童保保育育

室室整整備備、、５５校校目目ああびびっっここククララブブ開開設設、、住住ままいいにに関関すするる

支支援援制制度度のの情情報報発発信信  

平平成成 2266年年度度  
エエンンジジョョイイパパパパ応応援援ププロロジジェェククトト実実施施、、６６校校目目ああびびっっ

ここククララブブ開開設設、、住住ままいいにに関関すするる支支援援制制度度のの情情報報発発信信  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  

平平成成 2277 年年 22 月月 11 日日現現在在のの 2299 歳歳かからら 3388 歳歳ままででのの人人口口がが、、平平成成 2244

年年 22 月月 11 日日現現在在のの 2266 歳歳かからら 3355 歳歳人人口口 1155,,889900 人人をを上上回回るるこことと。。  

改革項目 
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№№  ⅠⅠ－－３３  担担当当部部署署  収収税税課課  

改改革革項項目目    税税等等のの収収納納機機会会のの充充実実・・体体制制強強化化  

内内  容容  
納納税税機機会会のの充充実実をを図図るるととととももにに、、公公平平性性のの観観点点かからら滞滞納納整整理理のの強強化化

をを行行いい安安定定ししたた歳歳入入のの確確保保をを目目指指すす。。  

年年度度別別計計画画  

平平成成 2244年年度度  

一一元元化化対対象象債債権権のの集集積積・・滞滞納納整整理理、、イインンタターーネネッットト公公

売売のの実実施施、、ココンンビビニニ納納付付実実施施、、先先進進自自治治体体へへのの職職員員派派

遣遣  

平平成成 2255年年度度  
一一元元化化対対象象債債権権のの集集積積・・滞滞納納整整理理、、イインンタターーネネッットト公公

売売のの実実施施、、ココンンビビニニ納納付付実実施施  

平平成成 2266年年度度  
一一元元化化対対象象債債権権のの集集積積・・滞滞納納整整理理、、イインンタターーネネッットト公公

売売のの実実施施、、ココンンビビニニ納納付付実実施施  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  
平平成成 2266 年年度度のの徴徴収収率率がが平平成成 2222 年年度度徴徴収収率率 9922..5555％％をを上上回回るるこことと。。  

№№  ⅠⅠ－－４４  担担当当部部署署  施施設設管管理理課課  

改改革革項項目目    資資産産のの売売却却、、貸貸付付、、活活用用  

内内  容容  
既既存存のの公公共共施施設設のの有有効効活活用用をを図図るるととととももにに利利用用見見込込みみののなないい公公有有財財

産産ににつついいててはは、、貸貸付付やや売売却却をを含含めめたた有有効効なな活活用用をを図図るる。。  

年年度度別別計計画画  

平平成成 2244年年度度  

一一般般競競争争入入札札ややイインンタターーネネッットト公公売売にによよるる公公有有財財産産

のの売売却却及及びび貸貸付付のの検検討討、、現現有有資資産産をを活活用用ししたた広広告告収収入入

のの拡拡大大  

平平成成 2255年年度度  

一一般般競競争争入入札札ややイインンタターーネネッットト公公売売にによよるる公公有有財財産産

のの売売却却及及びび貸貸付付のの検検討討、、現現有有資資産産をを活活用用ししたた広広告告収収入入

のの拡拡大大  

平平成成 2266年年度度  

一一般般競競争争入入札札ややイインンタターーネネッットト公公売売にによよるる公公有有財財産産

のの売売却却及及びび貸貸付付のの検検討討、、現現有有資資産産をを活活用用ししたた広広告告収収入入

のの拡拡大大  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  

各各年年度度ににおおいいてて売売却却をを予予定定すするる公公有有財財産産（（普普通通財財産産））をを完完売売すするるここ

とと。。  
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№№  ⅠⅠ－－５５  担担当当部部署署  関関係係課課  

改改革革項項目目    寄寄付付金金にによよるる基基金金財財源源のの確確保保  

内内  容容  事事業業をを指指定定ししたた寄寄付付のの呼呼びびかかけけをを行行いい、、財財源源のの確確保保にに努努めめるる。。  

年年度度別別計計画画  

平平成成 2244年年度度  特特定定目目的的基基金金へへのの寄寄付付のの呼呼びびかかけけ  

平平成成 2255年年度度  特特定定目目的的基基金金へへのの寄寄付付のの呼呼びびかかけけ  

平平成成 2266年年度度  特特定定目目的的基基金金へへのの寄寄付付のの呼呼びびかかけけ  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  
1111 のの特特定定目目的的基基金金へへのの前前 33 年年間間のの寄寄付付額額をを上上回回るるこことと。。  
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ⅡⅡ  行行政政ののススリリムム化化・・効効率率化化  

  

  

  

  

  

  

№№  ⅡⅡ－－１１  担担当当部部署署  
総総務務課課、、施施設設管管理理課課、、国国保保年年金金課課、、  

関関係係課課  

改改革革項項目目    公公民民連連携携のの推推進進  

内内  容容  
行行政政とと民民間間のの役役割割分分担担ににつついいてて検検討討しし、、「「民民間間ににででききるるここととはは民民間間

にに」」のの観観点点かからら、、民民間間活活力力をを積積極極的的にに導導入入すするる。。  

年年度度別別計計画画  

平平成成 2244年年度度  
公公共共施施設設包包括括管管理理業業務務のの委委託託、、国国保保年年金金課課窓窓口口業業務務のの

委委託託、、提提案案型型公公共共ササーービビスス民民営営化化制制度度のの実実施施、、指指定定管管

理理者者・・ＰＰＦＦＩＩ導導入入のの検検討討  

平平成成 2255年年度度  
提提案案型型公公共共ササーービビスス民民営営化化制制度度のの実実施施・・採採用用提提案案のの実実

施施、、指指定定管管理理者者・・ＰＰＦＦＩＩ導導入入のの検検討討  

平平成成 2266年年度度  
提提案案型型公公共共ササーービビスス民民営営化化制制度度のの実実施施・・採採用用提提案案のの実実

施施、、東東ああびびここ保保育育園園民民間間移移管管準準備備、、指指定定管管理理者者・・ＰＰＦＦ

ＩＩ導導入入のの検検討討  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  

提提案案型型公公共共ササーービビスス民民営営化化制制度度にによよるる採採用用提提案案のの実実施施件件数数がが各各年年 33

件件以以上上ああるるこことと。。  

№№  ⅡⅡ－－２２  担担当当部部署署  総総務務課課、、財財政政課課、、関関係係課課  

改改革革項項目目    事事務務・・事事業業のの見見直直しし  

内内  容容  
限限らられれたた資資源源でで最最大大のの効効果果をを得得るるたためめ、、事事務務・・事事業業のの必必要要性性やや優優先先

順順位位をを検検討討すするるととととももにに実実施施主主体体ののあありり方方ににつついいててもも見見直直ししすするる。。  

年年度度別別計計画画  

平平成成 2244年年度度  
行行政政評評価価結結果果のの活活用用、、事事業業仕仕分分けけのの活活用用、、予予算算編編成成時時

のの優優先先順順位位付付  

平平成成 2255年年度度  
行行政政評評価価結結果果のの活活用用、、事事業業仕仕分分けけのの活活用用、、予予算算編編成成時時

のの優優先先順順位位付付  

平平成成 2266年年度度  
行行政政評評価価結結果果のの活活用用、、事事業業仕仕分分けけのの活活用用、、予予算算編編成成時時

のの優優先先順順位位付付  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  

各各年年度度、、行行政政評評価価とと事事業業仕仕分分けけでで出出たた結結果果をを確確実実にに実実行行すするるこことと。。

ままたた見見直直ししのの事事業業ににつついいててもも担担当当課課設設定定のの見見直直ししススケケジジュューールルにに沿沿

っってて適適切切にに実実行行すするるこことと。。  
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№№  ⅡⅡ－－３３  担担当当部部署署  総総務務課課  

改改革革項項目目  組組織織のの見見直直しし  

内内  容容  
多多様様なな行行政政需需要要にに効効率率的的・・効効果果的的にに対対応応すするるたためめ、、よよりり機機能能的的・・弾弾

力力的的なな組組織織づづくくりりをを推推進進すするる。。  

年年度度別別計計画画  

平平成成 2244年年度度  

災災害害復復旧旧・・復復興興対対策策とと放放射射能能対対策策組組織織のの強強化化、、下下水水道道

とと都都市市排排水水組組織織のの統統合合検検討討、、組組織織見見直直ししのの検検討討、、ププロロ

ジジェェククトト組組織織のの活活用用、、ポポスストトののあありり方方のの研研究究  

平平成成 2255年年度度  

障障害害児児支支援援体体制制のの確確保保、、権権限限移移譲譲一一括括法法にに対対応応すするる体体

制制のの確確保保、、組組織織見見直直ししのの検検討討とと実実施施、、ププロロジジェェククトト組組

織織のの活活用用  

平平成成 2266年年度度  組組織織見見直直ししのの検検討討とと実実施施、、ププロロジジェェククトト組組織織のの活活用用  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  

行行政政需需要要にに応応じじてて、、執執行行体体制制（（災災害害復復興興対対策策やや放放射射能能対対策策ななどど））をを

常常にに見見直直しし、、適適正正なな体体制制をを確確保保すするるこことと。。  

№№  ⅡⅡ－－４４  担担当当部部署署  総総務務課課  

改改革革項項目目    人人件件費費のの削削減減  

内内  容容  職職員員数数のの抑抑制制、、給給与与水水準準のの見見直直ししにによよりり人人件件費費総総額額のの圧圧縮縮にに努努めめるる。。  

年年度度別別計計画画  

平平成成 2244年年度度  職職員員給給料料のの 22％％削削減減  

平平成成 2255年年度度  給給与与のの適適正正化化、、給給与与水水準準のの見見直直しし  

平平成成 2266年年度度  給給与与のの適適正正化化、、給給与与水水準準のの見見直直しし  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  

一一般般会会計計当当初初予予算算ベベーーススのの人人件件費費総総額額でで、、平平成成 2233 年年度度とと比比較較しし平平成成

2266 年年度度はは 11 億億円円のの減減ととすするるこことと。。  
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№№  ⅡⅡ－－５５  担担当当部部署署  施施設設管管理理課課  

改改革革項項目目  公公有有財財産産のの適適正正管管理理  

内内  容容  
公公共共施施設設のの維維持持管管理理ににかかかかるる経経費費のの削削減減やや維維持持管管理理のの質質のの向向上上にに取取

りり組組むむ。。  

年年度度別別計計画画  

平平成成 2244年年度度  公公共共施施設設包包括括管管理理、、公公共共施施設設白白書書のの作作成成にに着着手手  

平平成成 2255年年度度  公公共共施施設設包包括括管管理理、、公公共共施施設設短短中中期期修修繕繕計計画画書書のの検検討討  

平平成成 2266年年度度  公公共共施施設設包包括括管管理理、、公公共共施施設設短短中中期期修修繕繕計計画画書書のの検検討討  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  

既既存存公公共共施施設設のの保保守守点点検検にに係係るる通通常常のの管管理理費費がが包包括括管管理理前前にに比比べべてて

1100％％がが縮縮減減さされれてていいるるこことと。。施施設設のの維維持持管管理理にに伴伴うう修修繕繕のの優優先先順順位位

がが決決めめらられれてていいるるこことと。。  

№№  ⅡⅡ－－６６  担担当当部部署署  全全庁庁  

改改革革項項目目    情情報報通通信信技技術術のの有有効効活活用用  

内内  容容  
利利便便性性のの高高いいササーービビススをを提提供供すするるたためめ、、ＩＩＣＣＴＴをを活活用用ししたた行行政政ササーー

ビビスス、、業業務務のの効効率率化化、、手手続続ききのの簡簡素素化化・・合合理理化化をを推推進進すするる。。  

年年度度別別計計画画  

平平成成 2244年年度度  
ココンンビビニニ納納付付のの実実施施、、電電子子ササーービビスス利利用用のの拡拡大大、、情情報報

交交流流のの拡拡大大へへのの取取組組  

平平成成 2255年年度度  
ココンンビビニニ納納付付のの実実施施、、電電子子ササーービビスス利利用用のの拡拡大大、、情情報報

交交流流のの拡拡大大へへのの取取組組  

平平成成 2266年年度度  
ココンンビビニニ納納付付のの実実施施、、電電子子ササーービビスス利利用用のの拡拡大大、、情情報報

交交流流のの拡拡大大へへのの取取組組  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  

情情報報通通信信技技術術をを活活用用ししたたササーービビススのの数数をを平平成成 2266 年年度度末末ににはは 5500 件件にに

すするるこことと。。  
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№№  ⅡⅡ－－７７  担担当当部部署署  総総務務課課  

改改革革項項目目    職職員員提提案案制制度度のの活活用用  

内内  容容  
職職員員のの意意欲欲ややアアイイデデアアをを事事務務のの効効率率化化、、市市民民ササーービビススのの向向上上ににつつなな

げげ、、構構想想的的なな職職場場環環境境をを醸醸成成すするるたためめ、、職職員員提提案案制制度度をを活活用用すするる。。  

年年度度別別計計画画  

平平成成 2244年年度度  
職職員員提提案案のの募募集集とと職職員員提提案案のの実実施施、、職職員員提提案案制制度度にに関関

すするる職職員員アアンンケケーートトのの実実施施、、職職員員提提案案制制度度のの見見直直しし  

平平成成 2255年年度度  新新たたなな職職員員提提案案のの募募集集とと職職員員提提案案のの実実施施  

平平成成 2266年年度度  
職職員員提提案案のの募募集集とと職職員員提提案案のの実実施施、、新新たたなな職職員員提提案案制制

度度のの検検証証  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  
平平成成 2266 年年度度はは、、平平成成 2233 年年度度職職員員提提案案数数のの 22 倍倍のの件件数数ととすするるこことと。。  

№№  ⅡⅡ－－８８  担担当当部部署署  総総務務課課  

改改革革項項目目  人人材材のの育育成成とと活活用用  

内内  容容  

人人事事管管理理とと職職員員研研修修ささららにに職職場場のの環環境境整整備備をを含含めめたた人人事事制制度度全全体体でで

人人材材育育成成をを進進めめるる仕仕組組みみをを推推進進すするる。。尐尐数数精精鋭鋭のの中中、、職職員員一一人人一一人人

のの能能力力をを最最大大限限引引きき出出しし、、活活用用すするる。。  

年年度度別別計計画画  

平平成成 2244年年度度  

省省庁庁・・県県・・近近隣隣市市へへのの職職員員派派遣遣研研修修、、週週末末学学校校へへのの職職

員員派派遣遣研研修修、、人人事事考考課課のの活活用用、、人人材材育育成成方方針針のの見見直直

しし・・策策定定  

平平成成 2255年年度度  
省省庁庁・・県県・・近近隣隣市市へへのの職職員員派派遣遣研研修修、、週週末末学学校校へへのの職職

員員派派遣遣研研修修、、人人事事考考課課のの活活用用  

平平成成 2266年年度度  
省省庁庁・・県県・・近近隣隣市市へへのの職職員員派派遣遣研研修修、、週週末末学学校校へへのの職職

員員派派遣遣研研修修  

目目標標ととすするる

成成果果・・数数値値  

研研修修計計画画にによよっってて実実施施ししたた研研修修のの満満足足度度又又はは理理解解度度がが平平均均 9900％％以以

上上ででああるるこことと。。  
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